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（2022 年 11 月 4 日受理） 

 
供用年数の増加に伴い、発電用軽水型原子炉圧力容器（RPV）では炉心からの中性子照射によ

り破壊靭性が低下する、いわゆる中性子照射脆化が生じる。国内では、RPV の非延性破壊を防止

するため、この中性子照射脆化や、健全性評価上 も厳しい事象の 1 つである加圧熱衝撃事象（PTS）
を考慮して、日本電気協会規程等に基づく決定論的手法により健全性評価が行われている。一方、

欧米においては、近年確率論的手法の規制への導入が進んでいる。例えば米国では、PTS 評価に

おいて、確率論的手法に基づく関連温度に関するスクリーニング基準が規定されており、またそ

のスクリーニング基準を満足しない場合には確率論的手法に基づく亀裂貫通頻度（TWCF）を指標

とした評価の実施が認められている。また、供用期間中検査の試験程度や検査間隔の緩和の検討

等にも確率論的手法が適用されている。ここで、確率論的手法とは具体的には確率論的破壊力学

（PFM）に基づく健全性評価手法であり、長期供用に伴う機器の経年劣化に関連する様々な因子

の不確実さ等を考慮して、合理的に機器の破損確率や破損頻度等を算出できる方法である。こう

した背景を踏まえ、国内の RPV に対する PFM に基づく健全性評価の実施を念頭に、国内外の

新知見や専門家の意見等を反映するとともに、主として加圧水型原子炉の RPV を対象に開発が進

められた PFM 解析コード PASCAL の整備、及び PASCAL による感度解析等により得られた知見

を取りまとめて、2017 年に標準的解析要領を整備し、JAEA-Research 2016-022 として公開した。

この標準的解析要領では、破壊力学に関する知識を有する解析担当者がこれを参照することで

PFM 解析を実施し、TWCF 等の確率論的数値指標を算出できることを目的としている。2017 年以

降、PFM に基づく健全性評価の更なる実用化に向けて、日本原子力研究開発機構において、沸騰

水型原子炉の RPV に対する PFM 解析を可能にするため、PASCAL の機能を拡充するとともに、

標準的解析要領の充実化を図った。本報告はその成果をまとめたものである。 
本報告は、以下の 5 つの章で構成される。まず第 1 章で、本報告の背景及び概要について述べ

る。次に第 2 章で、標準的解析要領の枠組みと対象範囲について述べた後、第 3 章にて標準的解

析要領の詳細について記述する。PASCAL に対する信頼性確認事例についても同章で記す。第 4
章では、標準的解析要領を満足し、国内の現状の代表的事例として適切と考えられる手法及びデ

ータを記載する。 後に第 5 章では、本報告のまとめについて述べる。 
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For reactor pressure vessels (RPVs) in the light water reactors, the fracture toughness decreases due 

to the neutron irradiation embrittlement with operating years. In Japan, to prevent RPVs from a nil-ductile 
fracture, deterministic fracture mechanics methods in accordance with the codes provided by the Japan 
Electric Association are performed for assessing the structural integrity of RPVs under the pressurized 
thermal shock (PTS) events by taking the neutron irradiation embrittlement into account. On the other hand, 
in recent years, probabilistic methodologies for PTS evaluation are introduced into regulations in the United 
States and some European countries. For example, in the United States, a PTS screening criterion related to 
the reference temperature based on the probabilistic method is stipulated. If the screening criterion is not 
satisfied, it is allowable to perform the evaluation based on the probabilistic method by calculating numerical 
index such as through-wall crack frequency (TWCF). In addition, the reduction of non-destructive 
examination extent or extension of examination intervals for RPV welds have been discussed based on the 
probabilistic method. Here, the probabilistic method is a structural integrity assessment method based on 
probabilistic fracture mechanics (PFM) which is rational in calculating the failure probability of components 
by considering uncertainties of various factors related to the aged degradation due to the long-term operation. 
Based on these backgrounds, we developed a PFM analysis code PASCAL and released a guideline on 
structural integrity assessment based on PFM by reflecting the latest knowledge and expertise in 2017. Here, 
the main analysis target was the RPV of pressurized water rector considering neutron irradiation 
embrittlement and PTS events in the structural integrity assessment of RPVs. The objective of the guideline 
is that persons who have knowledge on the fracture mechanics can carry out the PFM analyses and obtain 
probabilistic numerical index such as TWCF for a domestic RPVs by referring to the guideline. Recently, in 
order to enhance the applicability of the PFM methodology in Japan, we have improved PASCAL and the 
guideline to enable failure frequency calculation of the RPV in a boiling water reactor. The new outcomes 
are included in this report.  

This report consists of five chapters. Chapter 1 describes the background and outline of this report. In 
Chapter 2, the framework and scope of the guideline are explained. The details on how to perform PFM 
analyses for RPVs using the guideline are summarized in Chapter 3. In addition, some verification examples 
of the PFM analysis code PASCAL are also shown in this chapter. In Chapter 4, analytical methods and data 
which are considered as appropriate ones to calculate TWCF for domestic RPVs based on the guideline are 
described. Finally, a summary of this report is given in Chapter 5. 
 
Keywords: Probabilistic Fracture Mechanics, Reactor Pressure Vessel, Neutron Irradiation Embrittlement, 
Pressurized Thermal Shock, Low-temperature Over Pressure, Failure Probability, Failure Frequency 
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1. 背景及び概要 
 
原子炉圧力容器（Reactor Pressure Vessel, RPV）は原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する重要機器の 1

つであり、中性子照射等に伴う高経年化を考慮した健全性確保が極めて重要である。現行の RPV に対す

る健全性評価方法では、日本電気協会規程 1)に準拠して、中性子照射量が高いため破壊靭性が低くなる

RPV 炉心領域部の内表面近傍に亀裂を想定し、加圧熱衝撃（Pressurized Thermal Shock, PTS）事象時にお

ける非延性破壊発生の有無を破壊力学に基づく決定論的手法により評価する（図 1）。一方、事象の発生

頻度、破壊靭性、中性子照射脆化等の評価に用いる変数のばらつきを考慮して、亀裂貫通頻度（Through-
Wall Cracking Frequency, TWCF）を求める確率論的破壊力学（Probabilistic Fracture Mechanics, PFM）評価

に関する研究開発等が近年国内外で精力的に進められている。米国においては、2010 年、確率論的手法

に基づく評価を通じて、TWCF が 1×10-6/炉年に対応する関連温度がスクリーニング基準として導入され

ている 2)。また、供用期間中検査の試験程度や検査間隔の緩和の検討等にも確率論的手法が適用されてい

る。国内では、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）において、軽水炉構造機

器の健全性に関する研究の一環として、PTS 等の過渡荷重が発生した場合の RPV の破壊確率を解析する

ための PFM 解析コード PASCAL3), 4)（PFM Analysis of Structural Components in Aging LWR）が整備されて

いる。以上のような背景から、国内の RPV を対象に PTS 事象等の過渡事象中の非延性破壊に伴う破損頻

度を求めるため、解析担当者がこれを参照し、PFM 解析を実施することにより TWCF を算出できるよう

にすることを目的として、2017 年に標準的解析要領を整備し、JAEA-Research 2016-0225)として公開した。

この要領では、主として加圧水型原子炉（Pressurized Water Reactor, PWR）の RPV を対象に、PFM 解析に

関する基本事項が本文に、本文の補足や技術的根拠等が解説に記載されている。 
PFM に基づく健全性評価の実用化に向けて、日本原子力研究開発機構において、沸騰水型原子炉

（Boiling Water Reactor, BWR）の RPV に対する PFM 解析を可能にするため、PASCAL の機能を拡充する

とともに、標準的解析要領（以下、本要領）の充実化を図った。本要領の整備に当たっては、原子力機構

が RPV に関する確率論的評価手法の適用性・標準化に関する調査研究等を推進するために設置した PFM
の専門家等により構成された原子炉圧力容器健全性研究専門部会における議論を踏まえ、本要領で記載

すべき項目、用語の定義、本文及び解説の記載内容の充実等が図られている。 
本報告は、5 つの章で構成される。第 1 章は、本報告の背景及び概要であり、上述のとおりである。次

に第 2 章で、本要領の枠組みと対象範囲について説明する。第 3 章にて、本要領の詳細について、具体的

には PFM 解析に関する基本事項を本文にまとめるとともに、その技術的根拠等を解説として記述する。

また、PFM 解析コードの信頼性確認事例についてもまとめる。第 4 章では、標準的解析要領を満足し、

国内の現状の代表的事例として適切と考えられる手法及びデータとして整備した国内モデルプラントに

対する解析手法及びデータを記載する。 後に第 5 章では、本報告のまとめを記している。 
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図 1 決定論的手法における RPV の健全性評価の流れ 

 
2. 標準的解析要領の枠組みと対象範囲 

 
本要領の枠組みは図 2 に示すとおりであり、基本事項である本文とその補足や技術的根拠等を説明す

る解説からなる。本要領が対象とする範囲は図 3 に示すとおりであり、破損確率や破損頻度の算出に係

る一連の流れを網羅している。また、附属書には PFM 解析コード PASCAL3), 4)の信頼性確認事例を記載

する。 
 

 
図 2 標準的解析要領の枠組み 
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図 3 標準的解析要領の対象範囲 

 
 

3. 標準的解析要領の詳細 
 
本要領の本文及び解説を以下に示す。 

 
I 一般事項 
I-1 適用範囲 

・本文 
· 本要領は、中性子照射により脆化した RPV の炉心領域部における PTS 事象を含む過渡事象中の非

延性破壊について、亀裂進展頻度や亀裂貫通頻度等の破損頻度計算を行う標準的な要領について定

めるものである。 
· 許容基準は、性能目標等に基づき別途定められるものであり、本要領には含まれない。 

・解説 
· 本要領は、決定論的に非延性亀裂進展を防止するための健全性評価手法である JEAC4206-20161) RF-

4000 を参考にしている。 
· 本要領は、PWR 及び BWR の RPV における PTS 事象、低温過圧（Low-Temperature Over Pressure, 

LTOP）事象、起動・停止や耐圧・漏えい試験等の過渡事象中の非延性破壊による破損頻度計算に

適用できる。 
· より妥当な評価手法、あるいは新知見を適用できる場合は本要領の記載の限りではない。 
 
 

・応力拡大係数 ・脆化予測法
・破壊靭性（KIc） ・亀裂進展/亀裂伝播停止/破壊評価*
・亀裂伝播停止靭性（KIa）

圧力
時刻歴

冷却材温度
時刻歴

熱水力解析PTS-PRA等

熱伝達係数
時刻歴

伝熱/応力解析

温度分布
時刻歴

応力分布
時刻歴

亀裂分布モデル作成

種類 密度*寸法

PFM解析

条件付確率* FCI* （亀裂進展頻度）
TWCF* （亀裂貫通頻度）

選定事象
事象の

発生頻度*

対象とする範囲

*赤字はJEAC4206に
該当する記載がないもの

化学成分

Cu Ni

初期関連温度

RTNDT0

中性子照射量

f
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I-2 用語の定義 
・本文 
· 本項では、PFM 解析手法に関連し、本要領で使用する用語について、その定義を記述する。 

· 確率論的破壊力学：構造物の破壊に影響する各因子が有する不確実さを考慮して、破壊力学に

基づく評価を通じて構造物の破壊が発生する確率を定量的に評価する学問体系。 
· 確率変数：確率分布を有する影響因子。本要領では、構造物の破壊に影響する中性子照射量や破

壊靭性等がそれにあたる。 
· 認識論的不確実さ：知識及び認識の不足に関係する不確実さ。データが充実化されれば減らす

ことができる。 
· 偶然的不確実さ：材料特性等に見られるように対象物が本来持っているばらつく特性による不

確実さ。データが増えても減らすことができない。 
· モンテカルロ法：確率変数について乱数を用いたシミュレーションを多数行うことにより近似

解を求める計算手法。 
· ラテン超方格（Latin Hypercube Sampling, LHS）法：確率変数の数やサンプリング数に応じた格

子状空間を設定し、その各行・列で必ずサンプリングされる確率変数の値の組合せを生成し、効

率的にサンプリングを実現する方法のこと。 
· 亀裂：本要領では、破壊力学解析の対象である割れ等を「亀裂」と称する。国内の規格によって

は欠陥と称する場合もあるが、本要領では、全て「亀裂」で統一している。 
· 亀裂進展確率：亀裂が進展を開始する（以下、亀裂進展）確率。なお、本要領において、亀裂進

展とは脆性亀裂進展の発生を意味するが、必ずしも不安定破壊に至るものではない。モンテカ

ルロ法等を用いてシミュレーションする場合は、評価対象とする全ての亀裂のうち、進展と判

定された亀裂が占める割合から求められる。 
· 亀裂貫通確率：亀裂が貫通する（以下、亀裂貫通）確率。モンテカルロ法等を用いてシミュレー

ションする場合は、評価対象とする全ての亀裂のうち、貫通と判定された亀裂が占める割合か

ら求められる。 
· 亀裂進展頻度（Frequency of Crack Initiation, FCI）：RPV に想定する亀裂が供用 1 年あたりに進

展する頻度。亀裂進展確率に過渡事象の発生頻度を乗じた値に相当する。 
· 亀裂貫通頻度（Through-Wall Cracking Frequency, TWCF）：RPV に想定する亀裂が供用 1 年あた

りに貫通する頻度。亀裂貫通確率に過渡事象の発生頻度を乗じた値に相当する。 
· 破壊靭性：衝撃試験、落重試験等の破壊靭性試験により求められた値の呼称。本要領では、特別

注釈を加えない限り、亀裂進展に係る破壊靭性を意味する。 
· 亀裂伝播停止破壊靭性：破壊靭性のうち、亀裂進展後の停止（アレスト）に寄与する破壊靭性。 
· 破損：想定亀裂の亀裂進展、亀裂貫通、あるいはその両方を意味する。 

 
I-3 対象とする機器 

・本文 
· 原子炉圧力容器の炉心領域部を対象とする。 
・解説 
· 本要領は JEAC4206-20161) RF-4000 を参考にしているため、RPV の炉心領域部を対象とした過渡事

象中（供用状態 A 及び B、耐圧・漏えい試験等を含む）の非延性破壊について、確率論的破壊力学

解析手法を用いて健全性評価を行う場合は、本要領を参考とすることができる。 
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I-4 破損頻度計算手順の概要 
・本文 
· 破損頻度計算手順の模式図を図 4 に示す。必要に応じて、複数の過渡事象、複数の亀裂種類等を考

慮して RPV の破損頻度を計算する。 
· 図中に“*”で示した不確実さを有する主なパラメータについては、PFM 解析において確率分布と

して取り扱うか、または PFM 解析において離散的な数値として取り扱い、得られる結果に対して

分布を考慮する等の処理を行ってもよい。 
・解説 
· JEAC4206-20161)RF-4230 の詳細評価では、非延性亀裂進展、高温予荷重効果を考慮した非延性破壊

発生、及び亀裂の板厚貫通に係る許容基準が規定されている。本要領に基づく亀裂貫通頻度の計算

においては、応力拡大係数、破壊靭性の算出、高温予荷重効果を考慮した亀裂進展判定、亀裂進展

後の停止判定までの手順については JEAC4206-20161) RF-4230 とほぼ同等である。 
· 本要領は、PFM 解析コードを使用して破損頻度を計算することを前提としている。なお、RPV の

非延性破壊を対象とした代表的な PFM 解析コードとして、原子力機構が開発している PASCAL3), 4)が

挙げられる。主に国内の RPV を評価することを目的として各種機能が整備されており、条件付破

損確率を計算する PASCAL-RV と、破損頻度を計算する PASCAL-Manager から構成される。また、

米国ではオークリッジ国立研究所（Oak Ridge National Laboratory, ORNL）が FAVOR6)を開発してい

る。FAVOR は、米国原子力規制委員会（Nuclear Regulatory Commission, NRC）による PTS 再評価

プロジェクト 7)等において使用された。 
 

II 応力拡大係数の算出 
II-1 事象の選定 

・本文 
· 評価対象プラントにおいて、過渡事象中の非延性亀裂進展に伴う亀裂貫通頻度を評価する上で、適

切な事象を選定する。当該事象が発生した場合の非延性亀裂進展による亀裂貫通の可能性だけでは

なく、当該事象の発生頻度の観点を含めて選定する。 
· 国内外の過渡事象を参考にしてもよい。その場合、事象の選定の根拠を明確にすること。 
・解説 

· 本章の“応力拡大係数の設定”は、JEAC4206-20161)の RF-4221 及び RF-4231 の“PTS 状態遷移曲

線の設定”を参考にしている。 
· 確率論的リスク評価（Probabilistic Risk Assessment, PRA）における事象の選定手法を参考とするこ

とが望ましい。例えば、内的事象を対象としたレベル 1PRA に関する原子力学会標準 8)等に事象の

選定方法に関する考え方が整理されている。ただし、内的事象を対象としたレベル 1PRA に関する

日本原子力学会標準の適用においては、炉心損傷を防止する観点から事象を選定しているが、本要

領の適用にあたっては、非延性亀裂進展を防止する観点から事象を選定する必要がある。 
· JEAC4206-20161)RF-4110 の圧力・温度要求では、“耐圧・漏えい試験並びに供用状態 A 及び B（耐

圧・漏えい試験を除く）に対する圧力・温度制限及び 低温度要求は RTNDT，供用状態及び負荷さ

れる圧力の程度により異なる。（中略）ただし，炉心領域については，圧力・温度制限の要求を満

足すること。”と規定されている。 
· JEAC4206-20161) RF-4230 において、PWR の RPV に対する詳細評価では、“供用状態 C 及び D の

うち、温度低下が大きい事象または温度低下とともに圧力が高く維持される事象として、大破断冷

却材喪失事故（Loss-Of-Coolant Accident, LOCA）、小破断 LOCA 及び主蒸気管破断事故（Main Steam 
Line Break, MSLB）を評価対象事象とする。”と規定されている。 
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· PWR の RPV に関する米国 PTS 再評価プロジェクト 7)においては、PTS に対する PRA の結果に基

づいて事象が選定されており 9)、パイロットプラントの事例では、一次系の弁の開固着（SO-1）時

にも亀裂貫通頻度が得られている。米国 PTS 再評価プロジェクトにおいて計算された Beaver Valley 
Unit1 における全 TWCF の評価事例が NUREG-18067)に示されている。これらの事象を用いる場合

は、国内の RPV に対する適用性を評価することが望ましい。 
· 運転員操作の影響を無視できない MSLB（BV Case 103）及び SO-1（BV Case 126）の 2 つ事象につ

いて、システム解析コード RELAP5 mod3.3 及び PASCAL を用い、国内 3 ループ PWR を対象とし

た解析を通じて、Beaver Valley Unit1 に対して選定された事象を用いれば、保守的な荷重条件また

は破損頻度の評価結果が得られることが確認されている 10), 11)。 
· PWR 及び BWR の RPV に対して、原子炉起動・停止や耐圧・漏えい試験を対象とした PFM 評価事

例 12)が挙げられる。 
· BWR の RPV については、LTOP 事象を対象とした PFM 評価事例が BWRVIP-05 とその安全評価の

レポート 13)に示されている。 
 
II-2 温度分布の時刻歴 

・本文 
· RPV の炉心領域部における一次冷却材温度及び流量の過渡変化から、RPV の板厚内における温度

分布の時刻歴を評価する。 
・解説 
· PWR 及び BWR の RPV に対する原子炉起動・停止や耐圧・漏えい試験の流体温度及び圧力の時刻

歴として、米国の例 12)が挙げられる。 
· 国内 3 ループ PWR の RPV を想定した MSLB、小破断 LOCA、大破断 LOCA について、RPV ダウ

ンカマ部流体の温度及び圧力の過渡変化の例が、発電設備技術検査協会の報告 14)に示されている。 
· PWR の RPV に関する米国 PTS 再評価プロジェクトにおいて計算された RPV ダウンカマ部流体の

温度及び圧力の過渡変化の例が、NUREG/CR-685815)に示されている。 
· BWR の RPV に対する LTOP 事象の流体温度及び圧力の時刻歴として、米国 12)及び台湾 16)の例が

挙げられる。 
· II-1 で選定した事象について、冷却材温度や熱伝達係数の履歴を用いて、有限要素法解析等により

RPV の板厚内における温度分布の時刻歴を求める。 
· 解析精度を確保するため、有限要素法解析等の時間刻みやメッシュ数等が十分な数であることを確

認する。 
· 評価対象過渡事象の冷却材温度や熱伝達係数の履歴特性に留意して、解析の時間刻みを設定する必

要がある。Douglas−Peucker アルゴリズムを用いるとともに、温度や内圧などが大きく変化する区

間では時刻歴を細かくする方法が有用であることが確認されている。解析の時間刻みについては、

解析結果に及ぼす影響を適宜確認し、その妥当性を確認すること。 
· 新の知見や解析技術を適用して評価してもよい。 
 

II-3 応力分布の時刻歴 
・本文 
· RPV の圧力及び板厚内における温度分布の過渡変化から、RPV の板厚内における応力分布の時刻

歴を評価する。 
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・解説 
· II-1 で選定した事象について、II-2 で求めた温度分布や圧力の履歴を用いて、有限要素法解析等に

より RPV の板厚内における応力分布の時刻歴を求める。 
· 解析精度を確保するため、有限要素法解析等の時間刻みやメッシュ数等が十分な数であることを確

認する。 
· 評価対象過渡事象の履歴特性等に留意して、解析の時間刻みを設定する必要がある。

Douglas−Peucker アルゴリズムを用いるとともに、温度や内圧などが大きく変化する区間では時刻

歴を細かくする方法が有用であることが確認されている。解析の時間刻みについては、解析結果に

及ぼす影響を適宜確認し、その妥当性を確認すること。 
· 新の知見や解析技術を適用して評価してもよい。 
 

II-4 溶接残留応力分布 
・本文 
· 製造時の突合せ溶接及びクラッド溶接による残留応力分布を考慮する。 
・解説 
· JEAC4206-20161) RF-4221 の一般評価及び RF-4231 の詳細評価では、“母材についてはクラッド溶

接による残留応力、溶接金属についてはクラッド溶接及び継ぎ手溶接による残留応力を考慮する。”

と規定されている。 
· 国内において、突合せ溶接及びクラッド溶接による残留応力評価の事例 17), 18)がある。 
· PWR の RPV の通常開先を対象とした突合せ溶接から通常運転までの周方向残留応力分布の例が

PVP2014-2839217)に示されている。 
· BWR の RPV の狭開先溶接継手における溶接残留応力の評価結果の例が PVP2021-6189719)に示され

ている。 
· 溶接残留応力の影響を考慮する場合には、解析の初期温度を適切に設定する必要がある。 

 
II-5 想定亀裂 

・本文 
· 亀裂の種類、方向、寸法、個数あるいは密度、位置を考慮して、適切な亀裂（分布）を想定する。 
· JEAC4206-20161) RF-4230 の 大仮想亀裂を適用してもよい。ただし、亀裂個数については考慮す

ること。 
· PWR の RPV に対しては、米国 PTS 再評価プロジェクト 7)において適用された亀裂分布を参考にし

てもよい。 
· 国内プラントの溶接条件等を用いて、亀裂分布作成コードにより亀裂分布を作成してもよい。その

場合、その根拠を明確にすること。 
· 検査結果を反映してもよい。 
・解説 
· JEAC4206-20161) RF-4122 において、耐圧・漏えい試験並びに供用状態 A 及び B に対する健全性評

価においては、“ 大仮想亀裂は 大主応力方向に垂直な鋭い半楕円形の表面亀裂とする。（中略）

ただし、より小さな 大仮想亀裂を保証できる場合は、より小さな亀裂を 大仮想亀裂として用い

てもよい。”と規定されている。また、胴部の板厚に応じて 大仮想亀裂の寸法が規定されており、

100m 以上かつ 300mm 以下の場合、 大仮想亀裂深さは 0.25t、長さは 1.5t（t：板厚）とされてい

る。 
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· JEAC4206-20161) RF-4221 及び RF-4231 において、PWR の RPV の供用状態 C 及び D に対する一般

評価及び詳細評価においては、“原子炉圧力容器炉心領域内面のクラッド下に深さ 10mm、長さ

60mm の半楕円亀裂を想定する。 大仮想亀裂の方向は、母材に対して軸方向、溶接金属に対して

溶接線方向とする。原子炉圧力容器炉心領域に対する非破壊試験の結果、より小さな 大仮想亀裂

を保証できる場合は、より小さな亀裂を 大仮想亀裂として用いてもよい。”と規定されている。 
· PWR の RPV に関する米国 PTS 再評価プロジェクト 7)においては、供用がキャンセルされた RPV
の破壊・非破壊検査の結果を基に専門家判断等を踏まえて整備された亀裂分布作成コード（VFLAW）

の使用等を通じて、亀裂の寸法及び密度が設定された。現段階では、RPV の亀裂分布について、

も詳細なデータ及びプロセスを踏まえたものであると考えられる。FAVOR6)に使用する亀裂分布の

作成方法とサンプルデータについては報告書 20)にまとめられている。 
· BWR の RPV を対象とした PFM 評価において VFLAW が用いられた事例がある 21)。 
· FAVOR6)における亀裂の取り扱いの概要を以下に示す。 

· 亀裂種類は、表面亀裂及び内部亀裂であり、表面亀裂は半楕円亀裂、内部亀裂は楕円亀裂として

取り扱う。 
· 亀裂分布のデータとして、亀裂寸法と亀裂密度が使用される。亀裂寸法については、表面半楕円

亀裂は深さ及び長さ（アスペクト比）、内部楕円亀裂は深さ、長さ（アスペクト比）、RPV 板

厚方向位置が使用される。 
· 内表面半楕円亀裂はクラッド施工と同方向、溶接部における内部楕円亀裂は溶接方向と同方向、

母材部における内部楕円亀裂は軸方向及び周方向に同程度の割合で存在すると仮定する。また、

PWR の RPV を対象とする場合、内部楕円亀裂はクラッド直下から、板厚の 3/8 までに一様に存

在すると仮定する。 
· 亀裂の合体は考慮しない。 

· 原子炉の起動による加熱事象において、RPV 外面側亀裂の破損確率への寄与が大きい場合がある

ことが示されている 21)。 
· PTS 事象を対象とした場合、内表面側の内部亀裂については内表面から板厚の 3/8 まで考慮すれば、

十分な精度で PFM 評価が可能であることが確認されている 7)。一方、圧力支配型の LTOP 事象を

対象とした場合、外表面側の内部亀裂を含めて評価する必要があることが確認されている 16)。その

場合には、評価結果は溶接残留応力分布の影響を受けることから、全板厚にわたって内部亀裂を考

慮することが望ましい。 
· 検査の結果に基づき、想定する亀裂寸法、あるいは亀裂個数等の条件が設定できる場合は、その根

拠を明確にすることにより、想定亀裂に反映してもよい。NUREG-216322)に、亀裂深さ及び密度に

関するベイズ更新に基づく検査結果の反映方法が示されている。 
· NUREG-216322)には示されていない、検査により指示がなかった場合の尤度関数が、国内で提案さ

れている 23)。 
 

II-6 応力拡大係数 
・本文 
· RPV の幾何形状、応力分布、亀裂種類を踏まえて、応力拡大係数（KI、モード I の応力拡大係数）

を評価する。 
· 弾性解析を用いる場合は、選定した事象中の応力分布と、溶接残留応力分布を重ね合わせて KI を

算出する。弾塑性解析を用いる場合は、その手法と根拠を明確にすること。 
· 亀裂進展に伴って、亀裂形状が変化する場合においても正しく評価できること。 
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· 原則として、日本機械学会維持規格 24) または、JEAC4206-20161)附属書 C の KI算出式を使用する。

ただし、十分な精度を有すると判断される場合、その適用範囲に注意して、その他の国内外の規格

等の KI 算出式を使用してもよい。使用する応力拡大係数の適用範囲を超える場合は、その影響を

確認すること。 
・解説 
· RPV 内面側及び外面側の亀裂に対して、日本機械学会維持規格 24)の添付 E-5 に示されている応力

拡大係数算出式の内、平板における内部楕円亀裂、円筒における周方向及び軸方向表面半楕円亀裂、

全周亀裂、軸方向に長い亀裂等に対しては、それぞれ 5.2、5.3(2)及び 5.3(3)、5.3(4)、5.3(5)の応力拡

大係数算出式を使用することができる。 
· クラッドと母材の境界において応力分布が不連続となるような場合は、それを考慮して整備された

重ね合せの原理に基づく手法、あるいは重み関数法に基づく方法等を用いることができる。 
· クラッドを貫通した表面亀裂に対する応力拡大係数の評価法として、PASCAL3), 4)の重ね合わせ法

の概念を図 5 に示す。 
· JEAC4206-20161)RF-4221 の一般評価及び RF-4231 の詳細評価では、“附属書 C の C-5000 に従って

(4)で設定した 大仮想亀裂 深部における応力拡大係数 KI を算出する。(3)の応力解析を有限要素

法で実施する場合には、 大仮想亀裂をモデル化して 大仮想亀裂 深部における応力拡大係数を

有限要素法により算出してもよい。”と規定されている。附属書 C の C-5000 には、クラッド直下

の亀裂に対する応力拡大係数の計算例が示されている。 
· PASCAL3), 4)で計算される応力拡大係数は、有限要素解析の結果と良好に一致することが確認され

ている。 
 

III 破壊靭性の算出 
III-1 中性子照射量 

・本文 
· 評価時期に対応した中性子照射量を設定する。 
· 亀裂先端の中性子照射量を設定する際には、想定する亀裂の位置に対応して、RPV 内表面における

空間的な分布や板厚方向の減衰を考慮してもよい。 
・解説 
· 板厚方向の減衰については、JEAC4201-2007 [2013 年追補版] 25) B-2100 に規定されている評価式を

使用してもよい。 
· JEAC4201-2007 [2013 年追補版] 25)  B-2100 に記載されている中性子照射量の減衰式を次式に示す

（f：亀裂先端における中性子照射量[×1019n/cm2]、f0：RPV 内表面における中性子照射量[×
1019n/cm2]、a：亀裂深さ[mm]）。 

� � �� ∙ 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒������� ����⁄ � 
· 上式は、FAVOR6)においても、保守的な評価結果を与えるものとして採用されている。 
· PWR の RPV について、米国及び台湾における RPV を対象とした PFM 解析 26)においては、RPV 内

表面における中性子照射量の空間的な分布が考慮されている。 
· PWR の RPV について、米国 Oconee Unit1 の RPV 内表面中性子照射量分布の例が NUREG-18067)に

示されている。また、台湾 Maanshan Unit1 の RPV 内表面中性子束の相対値の例が PVP2014-2835026)

に示されている。 
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III-2 化学成分 
・本文 
· 評価対象プラントに対して、評価対象部位の材料に応じて適切な化学成分を設定する。材料のミル

シート値または監視試験片の分析値を平均値として扱ってもよい。 
· 米国等の化学成分の不確実さを参考にしてもよい。その場合、根拠を明確にすること。 
・解説 
· 化学成分については、例えば母材の場合、ミルシート値は代表値であり、板厚内にはある程度不確

実さがあると考えられることから、正規分布等にモデル化する。 
· FAVOR6)では、米国のデータベース RVID27)が使用され、Cu、Ni 等については、不確実さがモデル

化されている。RPV のある領域に複数個存在する亀裂先端の化学成分の設定について、1 つ目の亀

裂先端の化学成分を正規分布に基づいて設定した上で、2 つ目以降の化学成分は 1 つ目の化学成分

を基に、ロジスティック分布を用いて設定する、という手法が用いられている。母材及び鍛造材に

ついて、1 つ目の亀裂先端の化学成分の標準偏差の推奨値は、Cu 及び Ni についてそれぞれ

0.0073wt%及び 0.0244wt%とされている。 
 

III-3 関連温度 
・本文 
· 評価対象プラントに対して、評価対象部位の材料に応じて適切な RTNDT の初期値を設定する。 
· 中性子照射効果（RTNDT）については、JEAC4201-2007[2013 年追補版]25)の脆化予測法を使用する

こと。 
· 米国等の脆化予測式を参考にしてもよい。その場合、根拠を明確にすること。 
・解説 
· JEAC4201-2007[2013 年追補版] 25)の脆化予測法では、公称照射温度、中性子束、Cu 含有率、Ni 含有

率、中性子照射量（あるいは EFPY）に対応したRTNDT の予測値（計算値）が表形式で与えられる。

JEAC4201-2007[2013 年追補版] 25)によれば、“標準材を除く国内監視試験データのみの予測誤差（標

準偏差 9.5ºC、平均予測誤差－1.1ºC）”と分析されている。 
· FAVOR6)では、Regulatory Guide 1.99 Rev. 2 の手法、あるいは Eason の手法等から算出されるシャル

ピー遷移温度のシフトを用いて破壊靭性シフトを求め、RTNDT 予測値を決定する。 
· RTNDT 初期値について、米国の 10CFR50.6128)では、測定値がある場合には、試験法の精度でその不

確実さを決める。また、測定値がなく、溶接金属の一般的な平均値を使用する場合には 17ºF（9.4ºC）
を用いることとしている。なお、実際の評価では、実測値がある場合には標準偏差は 0 としている。 

 
III-4 破壊靭性 

・本文 
· 評価対象プラントに対して、適切な破壊靭性（KIc）曲線を設定する。原則として、国産の鋼材に対

する KIc曲線を使用すること。 
· 米国等の KIc曲線を参考にしてもよい。その場合、根拠を明確にすること。 
・解説 
· PASCAL3), 4)及び FAVOR6)では、破壊靭性を算出するうえで RTNDT には保守性及び不確実さが含ま

れるとし、それを調整するための不確実さ（RTepistemic）を考慮に入れて解析が行われる。 
· 原子力機構が整備した国産鋼材のデータに基づく KIc曲線（ワイブル分布）3)を次式に示す。𝑅𝑅𝑅𝑅���
及びRTepistemicは下式により表される。 
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𝑅𝑅𝑅𝑅��� � 𝑅𝑅𝑅𝑅������ � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅��� � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅���������  

∆𝑅𝑅𝑅𝑅��������� � �1���� � �7����� �n�1 � 𝛷𝛷�� �
���� 

ここで、RTNDT(0)、RTNDT及びΦは、それぞれ RTNDT の初期値、RTNDT のシフト量及び累積分布確率

である。また、U(0,1)は、0 から 1 までの一様分布であることを示している。RTepistemicを考慮した

KIc曲線を次式に示す。 

𝐾𝐾���𝛥𝛥𝑅𝑅� � ��𝛥𝛥𝑅𝑅� � 𝑏𝑏�𝛥𝛥𝑅𝑅��� �n�1 � 𝛷𝛷������
�  

   ��𝛥𝛥𝑅𝑅� � 13�18 � ��71 �������337�𝛥𝛥𝑅𝑅��   �MPa√m� 

   𝑏𝑏�𝛥𝛥𝑅𝑅� � 1��88 � ����1 �������1�1�𝛥𝛥𝑅𝑅��  �MPa√m� 

   𝑐𝑐 � � 

ここで、𝛥𝛥𝑅𝑅 � 𝑅𝑅 � 𝑅𝑅𝑅𝑅���であり、T は金属温度である。また、𝛷𝛷���は KIcの累積分布確率である。 
 
· FAVOR6)では、RTNDT 及びRTepistemicは下式により表される。 

∆𝑅𝑅𝑅𝑅��������� � ����� � 78�����n �1 � 𝛷𝛷��������   �℉� 
𝛷𝛷 � ����1� 

また、FAVOR6)に導入されているRTepistemic を考慮した際の KIc曲線を次式に示す。 

𝐾𝐾���∆𝑅𝑅� � �����∆𝑅𝑅� � 𝑏𝑏����∆𝑅𝑅����n�1 � 𝛷𝛷������ �����   ���  � � Φ���
� 1 

   �����∆𝑅𝑅��������� � 1��3� � 8�33�������������∆𝑅𝑅���������� �ksi√in� � 

   𝑏𝑏����∆𝑅𝑅��������� � 1���1 � ���13���������8�∆𝑅𝑅���������� �ksi√in� � 

   ������∆𝑅𝑅��������� � �1��� � ��1��������������∆𝑅𝑅���������� �MPa√m�
𝑏𝑏����∆𝑅𝑅��������� � 17�1� � ����87��������8�∆𝑅𝑅���������� �MPa√m� � 

𝑐𝑐��� � � 

∆𝑅𝑅�������� � 𝑅𝑅�𝜏𝜏� � �𝑅𝑅𝑅𝑅������ � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅����������  �℉� 

ここで T は金属温度、𝛷𝛷���は KIcの累積分布確率である。詳細は参考文献 6)を参照のこと。 
 

III-5 亀裂伝播停止破壊靭性 
・本文 
· 評価対象プラントに対して、適切な亀裂伝播停止破壊靭性（KIa）曲線を設定する。原則として、国

産の鋼材に対する KIa曲線を使用すること。 
· 米国等の KIa曲線を参考にしてもよい。その場合、根拠を明確にすること。 
・解説 
· PASCAL3), 4)及び FAVOR6)では、亀裂伝播停止破壊靭性を算出するうえで RTNDTには保守性及び不

確実さが含まれるとし、それを調整するための不確実さ∆𝑅𝑅𝑅𝑅������������及び∆𝑅𝑅𝑅𝑅������を考慮に入れ

て解析が行われる。 
· 原子力機構が整備した国産鋼材及び米国鋼材のデータに基づく KIa曲線（対数正規分布）3)を次式に

示す。𝑅𝑅𝑅𝑅������は下式により表される。 
𝑅𝑅𝑅𝑅������ � 𝑅𝑅𝑅𝑅���� � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅������������ � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅������ � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅��� 

𝛥𝛥𝑅𝑅𝑅𝑅������������ � �188�8 � ��3�8�� �n�1 � ���������� 
𝛥𝛥𝑅𝑅𝑅𝑅������������ � 3���1����������8�8𝑅𝑅� � 

𝜎𝜎���𝑅𝑅�����  � ��n��������7�7� � � �n�𝛥𝛥𝑅𝑅𝑅𝑅�������������� � �a��𝑅𝑅��� � ��n �𝛥𝛥𝑅𝑅𝑅𝑅������������� 
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              �a��𝑅𝑅�� � 1��78� � 1�3�3 �����    ;    𝑅𝑅� � �1�1�� ���� 
�a��𝑅𝑅�� � �����38 � ���38𝑅𝑅� ����� ; �1�1�� � 𝑅𝑅� � ��1�8 ���� 

                   �a��𝑅𝑅�� � � �����            ;   ��1�8 � 𝑅𝑅� ���� 
ここで、RTNDT0、RTNDT、及び P は、それぞれ RTNDT の初期値、RTNDT のシフト量、及び累積分布

確率である。∆𝑅𝑅𝑅𝑅������������及び∆𝑅𝑅𝑅𝑅������を考慮した KIa曲線を次式に示す。 
𝐾𝐾���∆T� � ����� � 73����������1�7�∆𝑅𝑅���MPa√m� 

σ������� � ��1�� 

𝜇𝜇��������∆𝑅𝑅� � �n�𝐾𝐾����∆𝑅𝑅�� � σ��������

�  

∆𝑅𝑅 � 𝑅𝑅 � 𝑅𝑅𝑅𝑅���������� 
ここで、μln及びln はそれぞれ対数平均及び対数標準偏差である。 

· FAVOR6)の KIa曲線を次式に示す。詳細は参考文献 6)を参照のこと。 

𝜇𝜇��������∆𝑅𝑅��������� � �n�𝐾𝐾����∆𝑅𝑅���������� � σ��������

�  

σ������� � ��18 
𝐾𝐾����∆𝑅𝑅��������� � �7�3�� � �����������������7�∆𝑅𝑅���������� �ksi√in� � 

�𝐾𝐾���������∆𝑅𝑅��������� � 3����1 � 7��877�����������7�∆𝑅𝑅���������� �MPa√m�� 
∆𝑅𝑅�������� � 𝑅𝑅�𝑟𝑟� 𝜏𝜏� � 𝑅𝑅𝑅𝑅�������𝑟𝑟�∙∙∙� �℉� 

𝑅𝑅𝑅𝑅�������𝑟𝑟�∙∙∙� � 𝑅𝑅𝑅𝑅���� � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅������������ � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅������ � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅����𝑟𝑟�∙∙∙� 

· PASCAL3), 4)では、KIcとの相関について考慮することができる。すなわち、例えば、FAVOR の取り

扱いと同様に、相関が 1 の場合は、同一の累積分布確率 (ϕ)を用いて KIc と KIa 曲線を設定するこ

とができる。 
 
IV 破損頻度の計算 
IV-1 計算手法 

・本文 
· モンテカルロ法やラテン超方格法、数値積分等の手法を用いて、破損頻度等を算出する。 
・解説 
· 確率変数のサンプリング方法としては、モンテカルロ法やラテン超方格法等が挙げられる。 
 

IV-2 亀裂進展 
・本文 
· KIが KIcを超える場合に、亀裂進展と判定する。ただし、高温予荷重効果を考慮し、冷却過程で KI

が減少している過程においては、亀裂は進展しないこととする。また、その後の再加圧等により KI

が増加する場合には、適切な手法を用いて高温予荷重効果を考慮してもよい。 
· 溶接部の取扱いとして、母材/溶接金属境界に存在する亀裂は RTNDT の高い部材中を進展すると仮

定した評価を行ってもよい。 
· 亀裂進展と判定された場合、その亀裂の寸法は、より大きなものに変更する。 
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・解説 
· JEAC4206-20161) RF-4230 の詳細評価では、非延性破壊発生に関する許容基準（KJc > KI）を満足し

ない場合に、高温予荷重効果を考慮した非延性破壊発生に対する許容基準として、“冷却過程で応

力拡大係数が単調減少している時間域（dKI/dt < 0）を除外した 大仮想亀裂 深部における PTS 状

態遷移曲線（KI）と評価時期の 大仮想亀裂 深部の照射条件に対応する破壊靭性遷移曲線（KJc）

とを比較し、両者が交差しないこと（KJc > KI）。”と規定されている。 
· その後の再加圧等により KI が増加する場合の高温予荷重効果に係る手法として、様々な試験片形

状、寸法、応力負荷、過渡条件を踏まえたデータベースを用いて提案された、次式の ACE モデル

が挙げられる。 
𝐾𝐾������� � ma��𝐾𝐾��; min�𝐾𝐾���; 𝐾𝐾� � 𝐾𝐾��� �⁄ �� 

ここで、KFRACT、KIc、KWPS 及び K2 はそれぞれ有効破壊靭性、再加圧時の温度における破壊靭性、

荷重履歴中の応力拡大係数の 大値、荷重履歴中の応力拡大係数の 小値である。この ACE モデ

ルは、試験との比較等を通じて検証が進められており、有効破壊靭性が試験結果よりも小さく、保

守的な評価となることが確認されている 29), 30)。 
· 供用がキャンセルされた原子炉圧力容器（PVRUF, Shoreham）に対する破壊・非破壊検査による分

析の結果、きずの指示のほとんどは母材/溶接金属境界に存在することが示されている 20)。 
· FAVOR6)には、parent-child relationship として、母材と溶接金属の照射後の RTNDT の平均値を比較

し、RTNDT が高い部材の化学成分、RTNDT の初期値を脆化予測法に適用し、評価する機能が実装さ

れている。 
· FAVOR6)で RPV 内面側の亀裂を対象とした PFM 評価を行う際、表面半楕円亀裂の場合は 深点

を、内部楕円亀裂の場合は内表面側の点を進展評価点とし、進展と判定された場合は全周亀裂、あ

るいは軸方向に長い亀裂に置き換える。PASCAL3), 4)はこの機能に加えて、半楕円あるいは楕円形状

を維持したまま、亀裂の寸法を大きくする等の機能を有する。 
· FAVOR6)で RPV 外面側の亀裂を対象とした PFM 評価を行う際、表面半楕円亀裂の場合は 深点

を、内部楕円亀裂の場合は外表面側の点を進展評価点としている。PASCAL で RPV 外面側の亀裂

を対象とした PFM 評価を行う際、表面半楕円亀裂（クラッド部矩形）の場合は 深点を、内部楕

円亀裂の場合は外表面側及びその反対側の両方の点を進展評価点としている  
· PWR の RPV に対する PTS 事象では、内表面側の内部楕円亀裂の評価点は、内表面側でよいことが

確認されている 7)。一方、LTOP 事象及び加熱事象では、内部亀裂の評価点は、表面側及びその反

対側の両方の評価点を考慮する必要があることが確認されている 4)。 
 

IV-3 亀裂伝播停止 
・本文 
· 亀裂進展と判定された後の亀裂に対して、KIを算出する。その状態において評価点の KIaを算出し、

KIが KIaを下回る場合に、亀裂伝播停止と判定する。伝播停止しない場合、より大きな亀裂とみな

して伝播停止の判定を行う。これを亀裂貫通に至るまで行う。亀裂伝播停止する場合には、その後

の時刻において、IV-2 に従う亀裂進展及び進展した亀裂の伝播停止の有無を判定する。 
・解説 
· JEAC4206-20161)RF-4230 の詳細評価では、高温予荷重効果を考慮した非延性破壊発生に対する許容

基準を満足しない場合に、亀裂の板厚貫通有無に対する許容基準として、“容器の板厚内で亀裂の

伝播が停止すること。”と規定されている。また、その解説では、“亀裂伝播停止が生じた場合に

は、停止した時刻以降の PTS 事象に対して非延性破壊の再発生及び塑性崩壊の有無を評価するこ

と”としている。 
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· FAVOR6)で RPV 外面側の亀裂を対象とする場合、進展と判定された亀裂に対する進展及び伝播停

止に係る解析は行われず、条件付亀裂貫通確率は条件付亀裂進展確率と同じ値となる。 
 

IV-4 亀裂貫通 
・本文 
· 亀裂深さがしきい値に達した状態、あるいは塑性崩壊と判定される状態を亀裂貫通として評価す

る。 
・解説 
· JEAC4206-20161) RF-4230 の詳細評価では、“亀裂の伝播が停止する位置が厚さの 75%を超える場

合には容器の板厚を貫通すると評価する。”と規定されている。 
· 日本機械学会維持規格 24)の添付 E-5（応力拡大係数の算出）の表面亀裂に対する応力拡大係数算出

式の補正係数は、亀裂深さ比 a/t（a：亀裂深さ、t：板厚）について、 大 a/t = 0.8 まで与えられて

いる。 
 

IV-5 条件付亀裂進展確率 
・本文 
· ある事象の発生時間内に、1 つの亀裂が進展開始する確率を、条件付亀裂進展確率として評価する。 

 
IV-6 条件付亀裂貫通確率 

・本文 
· ある事象の発生時間内に、1 つの亀裂が貫通する確率を、条件付亀裂貫通確率として評価する。 
 

IV-7 過渡事象の発生頻度 
・本文 
· 評価対象プラントに対する過渡事象の発生頻度を適用すること。 
· なお、国内類似プラント相当の値があればそれを適用してもよい。米国等の過渡事象の発生頻度を

参考にしてもよい。これらの場合、発生頻度導出の根拠を明確にすること。 
・解説 
· PRA に準じた手法により、選定された RPV の破損を引き起こす可能性のある事象に対して、得ら

れる発生頻度を適用することが望ましい。 
· 米国 PTS 再評価プロジェクトで計算された代表 3 プラントにおける代表的な過渡事象の発生頻度

が NUREG-18067)に示されている。 
· 米国において、原子炉の起動・停止や耐圧・漏えい試験の発生頻度は 0.5 から 1 回/炉年と評価され

ている 31)。 
· 米国では、LTOP 事象の起因事象として復水器ポンプ注水、制御棒駆動ポンプ注水、原子炉冷却材

浄化系の機能喪失、及び不注意な注水が挙げられており、その発生頻度は 10-3 回/炉年と評価されて

いる。ただし、PFM 評価においてその不確実さは考慮されていない 13)。 
 

IV-8 亀裂進展頻度 
・本文 
· 条件付亀裂進展確率に対して亀裂の個数を考慮した上で、過渡事象ごとに亀裂進展確率を評価す

る。 
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· これに各過渡事象の発生頻度を乗じた上で、選定された全ての過渡事象に対して総和をとることに

より、評価対象 RPV の亀裂進展頻度として評価する。 
 
・解説 
· RPV に対する亀裂進展確率の算出において、亀裂の個数を考慮する場合、PASCAL では、想定亀裂

（表面/内部、軸/周）が同時に存在するものと仮定し、1 つの亀裂も進展しない確率を求めて、1 か

ら減ずる。 
· 過渡事象は独立に発生するため、過渡事象ごとに求めた亀裂進展確率に発生頻度を乗じた上で、そ

れらの総和をとることにより、亀裂進展頻度を求める。 
 

IV-9 亀裂貫通頻度 
・本文 
· 条件付亀裂貫通確率に対して亀裂の個数を考慮した上で、過渡事象ごとに亀裂貫通確率を評価す

る。 
· これに各過渡事象の発生頻度を乗じた上で、選定された全ての過渡事象に対して総和をとることに

より、評価対象プラントの亀裂貫通頻度として評価する。 
・解説 
· RPV に対する亀裂貫通確率の算出において、亀裂の個数を考慮する場合、PASCAL では、亀裂（表

面/内部、軸/周）が同時に存在するものと仮定し、1 つの亀裂も貫通しない確率を求めて、1 から減

ずる。 
· 過渡事象は独立に発生するため、過渡事象ごとに求めた亀裂貫通確率に発生頻度を乗じた上で、そ

れらの総和をとることにより、亀裂貫通頻度を求める。 
· 米国 PTS 再評価プロジェクト 7)では、亀裂貫通頻度 10-6 回/年が許容基準として使用された。 
· NUREG-18067)によれば、TWCF を RPV 破損頻度（Reactor Vessel Failure Frequency, RVFF）とみな

すと、RVFF の許容基準 RVFF*と米国の規制基準の数値の対応は次のようになる。 
· RVFF* =5×10-6 回/炉年 ：Regulatory Guide 1.154 の推奨値 
· RVFF* =1×10-5 回/炉年 ：Regulatory Guide 1.174 の炉心損傷頻度（Core Damage Frequency, CDF）
のガイドライン、及びリスク情報を活用した 10CFR50 のオプション 3 のフレームワーク 

· RVFF* =1×10-6 回/炉年 ：Regulatory Guide 1.174 の早期大規模放出頻度（Large Early Release 
Frequency, LERF）のガイドライン、及びリスク情報を活用した 10CFR50 のオプション 3 のフ

レームワーク 
· NUREG-18067)では TWCF と RVFF を同等とみなし、その許容基準を 1×10-6 回/炉年としている。 
 

IV-10 信頼度 
・本文 
· 亀裂進展頻度と亀裂貫通頻度の評価においては、考慮する各確率変数の不確実さを認識論的不確実

さまたは偶然的不確実さに分類して、認識論的不確実さを考慮した信頼度評価を行うことが望まし

い。 
・解説 
· 米国では TWCF 評価値として、95%信頼度が用いられている 32)。 
· FAVOR6)では、各確率変数の不確実さを認識論的不確実さまたは偶然的不確実さに分類することに

より、信頼度評価が行われている。各確率変数の不確実さの分類は以下のとおりである。 
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· 認識論的不確実さ ：中性子照射量、化学成分、関連温度、亀裂分布、過渡の発生頻度等 
· 偶然的不確実さ ：破壊靭性、亀裂伝播停止破壊靭性 
· この分類に基づき、確率変数のサンプリングを二重ループにすることで信頼度評価を実現して

おり、内側のループで偶然的不確実さに係る確率変数をサンプリングし、外側のループで認識

論的不確実さに係る確率変数をサンプリングしている（図 6）。 
 
IV-11 不確実さの取扱 

・本文 
· 不確実さを有するパラメータについては、推定される不確実さの程度を確率分布としてモデル化し

取り扱う。その際、モデル化の根拠を明確にする。 
· 必要に応じて、確率分布の裾野について打ち切りを考慮してもよい。ただし、その根拠を明確にす

るとともに、破損頻度に対する影響の程度を確認すること。 
・解説 
· 不確実さを考慮する主なパラメータについては、図 4 を参照のこと。 
· 正規分布等の確率分布に従う確率変数のように、平均値の両側に分布の裾野が無限に広がる場合、

例えば化学成分のようにサンプリングされた値が負となるような物理的に非合理的な評価等を避

けるため、確率分布の裾野について打ち切りを考慮する場合がある。 
· PASCAL3), 4)を用いた確率分布の打ち切りに関する検討事例を表 1 に示す。 
 

IV-12 計算精度 
・本文 
· 計算された破損確率に対して、モンテカルロ法等のサンプリング数やモンテカルロ法等の計算によ

り破損と判定された RPV が十分な数であること等を確認する。 
・解説 
· PASCAL3), 4)には、十分な RPV の破損数がカウントされた場合に計算を打ち切る機能や、階層別モ

ンテカルロ法を適用した場合に破損確率の収束性を基に計算を打ち切る機能がある。また、信頼区

間の幅を推定する機能がある。 
· PASCAL を用いたサンプリング数に関する検討事例を表 2 に示す。 
· 認識論的不確実さに関するループのサンプリング方法については、LHS 法とモンテカルロ法があ

るが、同数のサンプリング数で比較すると、LHS 法の方が計算精度が高い。 
· 応力拡大係数算出式や中性子照射効果の評価では、その適用範囲に留意することが重要である。 
 

V 解析コード 
V-1 信頼性確認 

・本文 
· 解析コードを用いる場合は、その信頼性確認が実施されているコードを用いること。解析コードの

信頼性確認方法を附属書に示す。 
・解説 
· PASCAL3 の信頼性確認事例を附属書に関する解説に示す。なお、PASCAL3 をベースに更新された

PASCAL53), 4)については、コードの更新ごとに同等の結果が得られることが確認されている。 
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[附属書] 解析コードの信頼性確認方法 
I 適用範囲 

・本文 
· 原子炉圧力容器を対象に PFM 解析により健全性評価を行う際に使用する解析コードの信頼性確認

方法について定めるものである。 
· 解析コードが正しく動作することの検証（verification）を対象としたものであり、実現象を想定し

た妥当性確認（validation）は本附属書には含まれない。 
 

II 機能の分類 
・本文 
· 不確実さを有するパラメータについて、入力で指定した確率分布が正しく設定されていること（以

下、確率変数の検証）と、各評価式による値の算出、及び一連の評価式による条件の判定等が正し

く行われていること（以下、評価フロー・評価式の検証）に分類する。 
・解説 
· 米国の PFM 解析コード FAVOR の検証 32)についても、同様の考え方で機能の分類が行われ、その

後、各検証が実施された。 
 

III 確率変数の検証 
・本文 
· 不確実さを有するパラメータの全てに対して検証を行う。 
· 入力で指定した確率分布に従い、一般的な解析で使用される数だけ、確率変数のサンプリングを行

い、理論的な分布との比較を通じて、指定した確率分布を正しく再現していることを確認する。 
・解説 

· 例えば、「RTNDT」、「化学成分」、「中性子照射量」、「KIc」、「KIa」、「初期亀裂」等が対象

となる。PASCAL3 の信頼性確認の項目一覧を表 3 に示す。 
· PASCAL3 の中性子照射量分布の機能に関する信頼性確認の例を表 4 に示す。この例では、正規分

布として取り扱われる中性子照射量について、サンプリングされる値を通常の出力とは別途出力さ

せて統計処理を行ったものと、Microsoft Excel®の正規分布の関数を用いて、1, 5, 50, 95, 99 パーセン

タイル値を比較している。相対誤差は 1%未満と十分に小さく、PASCAL3 の中性子照射量分布の機

能が正しく動作していることが確認できる。また、Shapiro-Wilk 検定や Kolmogorov-Smirnov 検定に

より、帰無仮説を正規分布とした場合に、有意水準 5%において帰無仮説が棄却されないことを確

認している。 
· PASCAL3 の KIc 分布の機能に関する信頼性確認として、中性子照射量分布の場合と同様に、ワイ

ブル分布として取り扱われる KIc について、サンプリングされる値を通常の出力とは別途出力させ

て統計処理を行ったものと、Microsoft Excel®のワイブル分布の関数を用いて、1, 5, 50, 95, 99 パーセ

ンタイル値を比較した結果、よい一致が見られた。また、これらのパーセンタイル値に対応する KIc、

すなわち、37.35、45.40、71.39、99.07、110.02 と一致するように KIを設定して、亀裂進展確率を計

算した結果を表 5 に示す。得られる亀裂進展確率と、KIcのパーセンタイル値の相対誤差は 1%未満

であり、十分に小さい。PASCAL3 の KIc分布の機能、及び亀裂進展確率の計算の機能が正しく動作

していることが確認できる。なお、この例では T-RTNDTは-43.313℃で一定としている。 
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IV 評価フロー・評価式の検証 
・本文 
· 亀裂貫通頻度を算出するための、主要な評価式、及び主要な評価フローに対して検証を行う。 
· 確認用の代表的事例を作成し、想定どおりの結果が得られることを確認する。 
・解説 
· 例えば、「条件付亀裂進展確率」、「条件付亀裂伝播停止確率」、「条件付亀裂貫通確率」、「亀

裂貫通頻度」、「亀裂進展・停止時の評価」、「亀裂種類及び KI評価式の切り替え」、「脆化予測

法」、「中性子照射量の指数減衰」、「溶接残留応力」、「破壊評価」等に関する評価フロー・評

価式が対象となる。PASCAL3 の信頼性確認の項目一覧を表 3 に示す。 
· PASCAL3 を用いた亀裂進展判定と亀裂種類切り替えに関する信頼性確認の例を表 6 に示す。この

例では、計算に使用される値を通常の出力とは別途出力させて、KI が KIcを超えるまで過渡事象の

時刻が更新されること、KIが KIcを超えると内部亀裂から軸方向に長い亀裂に亀裂種類が切り替わ

ること、軸方向に長い亀裂に切り替わった後は同一の時刻において、亀裂寸法が更新されて KI が

計算されることが確認できる。 
· PASCAL3 を用いた JEAC4201-2007[2013 追補版] 25)の脆化予測法の信頼性確認として、中性子照射

量の補間に関する信頼性確認の例を表 7 に示す。JEAC4201-2007[2013 追補版] 25)では、Cu、Ni、中

性子照射量、照射温度、中性子束の各値に対して予測値が表形式で与えられており、このうち中性

子束については次式で補間することとしている。 

∆𝑅𝑅𝑅𝑅����� � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅����� � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅����� � ∆𝑅𝑅𝑅𝑅�����
𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙� � 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙�

�𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙� � 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙�� 

この例では、計算に使用される値を通常の出力とは別途出力させて、Microsoft Excel®により同一の

式を用いて補間した値を比較した結果、両者が一致することを確認している。 
なお、JEAC4201-2007[2013 追補版] 25)の脆化予測法の信頼性確認としては、この例に加えて、所定

の表の値が正しく使用されること、中性子束以外のパラメータについて線形に正しく補間されるこ

とを確認する必要がある。 
 

V 開発者以外の専門機関の参加 
・本文 
· 解析コードの信頼性確認は、コードの開発者以外の専門機関が参加して実施されることが望まし

い。 
・解説 
· FAVOR6)については、開発機関である ORNL 以外の機関も参加して、その信頼性確認が実施され

た。 
· PASCAL については、「PASCAL 信頼性向上ワーキンググループ」が設置され、解析コードのソー

スが開発者以外の複数の機関に開示され、信頼性確認が行われた 33), 34)。 
 

VI ベンチマーク解析の活用 
・本文 
· 同等の機能を有する他の解析コードを用いてベンチマーク解析を行い、解析コードの比較を行うこ

とが望ましい。 
・解説 
· 国際ベンチマーク解析において PASCAL が使用された 35), 36)。 

 

JAEA-Research 2022-012

- 18 -



 

 

 

 
(a) PASCAL5 全体の流れ 

 

  
(b) PASCAL5（PFM 解析）における計算の流れ 

図 4 破損頻度計算手順の模式図 
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図 5 PASCAL の重ね合わせ方の概念（ JAEA-Data/Code 2022-0063)）  
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図 6 FAVOR における FAVPFM の計算の流れ（FAVOR のマニュアル 6)を基に作成）  
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表 1  PASCAL を用いた確率分布の打ち切りに関する検討事例  

過渡事象ごとの TWCF[回 /炉年 ]に対する確率分布の打ち切りの影響  

 大破断 LOCA 主蒸気管破断  小破断 LOCA 
一次系弁の開

固着  

打ち切り 5  *1 1.11×10-9 8.23×10-8 1.98×10-8 1.17×10-6 

打ち切りなし *2 1.11×10-9 8.23×10-8 1.98×10-8 1.17×10-6 

*1：全ての確率変数に対して、平均から標準偏差の 5 倍離れた値を打ち切り値として、

サンプリングされた値がそれを超える場合は端点の値を用いる。下限については、

サンプリングされた値が負の場合は 0 とする。  

*2：打ち切りを考慮しない。ただし、サンプリングされた値が負の場合は 0 とする。  

 

表 2  LHS 法によるサンプリング数の破損頻度への影響  

サンプリング数  FCI* TWCF* 

100 2.2×10-8 1.0×10-8 

1000 2.0×10-8 1.1×10-8 

5000 2.2×10-8 1.0×10-8 

*：対象とした過渡事象は LBLOCA（Case 56） 7)及び SO-1（Case 126） 7)である。  
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表 3 PASCAL の信頼性確認の項目一覧  

分類  項目  

確率変数  

RTNDT 

化学成分  

中性子照射量  

破壊靭性  

亀裂伝播停止破壊靭性  

初期亀裂  

評価フロー  

評価式  

条件付亀裂進展確率  

条件付亀裂進展停止確率  

条件付亀裂貫通確率  

亀裂貫通頻度  

亀裂進展・停止時の評価  

高温予荷重効果の評価  

応力拡大係数  

亀裂種類及び KI 評価式の切り替え  

脆化予測法  

中性子照射量の指数減衰  

溶接残留応力  

破壊評価  

 

表 4  中性子照射量分布の機能に関する信頼性確認の例  

パーセンタイル値  Microsoft Excel® 

正規分布：A 

PASCAL3*1 

サンプリング結果：B 
(B-A)/A*100[%] 

1 6.9105 6.9486 0.5516 

5 7.8327 7.8465 0.1757 

50 10.0000 9.9988 -0.0124 

95 12.1673 12.1519 -0.1266 

99 13.0895 13.0428 -0.3568 

*1: サンプリング数：100,000 
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表 5  KIc 分布の機能に関する信頼性確認の例  

累積確率：p Microsoft Excel® 

ワイブル分布  

（KIc [MPa√m]に対応）

PASCAL3*1 

亀裂進展確率：Pi 

(Pi-p)/p*100 

[%] 

0.01 37.35 0.009957 -0.4295 

0.05 45.40 0.04978 -0.4394 

0.5 71.39 0.4984 -0.3150 

0.95 99.07 0.9492 -0.0826 

0.99 110.02 0.9899 -0.0129 

T-RTNDT= -43.313 [°C] 

*1: サンプリング数：100,000 

 

表 6  亀裂進展判定と亀裂種類切り替えに関する信頼性確認の例  

時刻  

[分 ] 

亀裂種類 *1 内部亀裂 *2 軸方向に長い亀裂  

KI 

[MPa√m] 

KIc 

[MPa√m] 

KI 

[MPa√m] 

KIc 

[MPa√m] 

32 2 70.47 72.80 - - 

32.5 2 70.68 70.87 - - 

33 0 70.86 69.09 153.79 143.73 

33 0 - - 157.28 - 

*1: 0 内部亀裂、2 軸方向に長い亀裂  

*2:内表面側  

 

表 7  JEAC4201-2007[2013 年追補版 ]の脆化予測法に関する信頼性確認の例  

中性子照射量  

[1019n/cm2] 

附属書表  

中性子束

1.0×1011 

RTNDT[ºC] 

附属書表  

中性子束

2.0×1011 

RTNDT[ºC] 

補間値  

中性子束  

1.5×1011 

RTNDT[ºC] 
(Microsoft Excel®) 

PASCAL3 

RTNDT[ºC] 
 

1 56.20 54.00 54.91 54.91 

1.5 65.50 64.00 64.62 64.62 

2 71.60 71.10 71.31 71.31 

2.5 76.00 76.40 76.23 76.23 

3 79.60 80.70 80.24 80.24 
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4. 国内モデルプラントに対する解析手法及びデータ  
 

本要領は、国内 PWR 及び BWR の RPV を対象に、PTS 等の過渡による RPV の炉心領

域部の破損確率や破損頻度を算出するための標準的な要領を定めるものである。ここで

は、本要領に従い国内の代表的な RPV を想定した TWCF を解析することを目的に、国

内 PWR のモデルプラントに対する解析手法及び解析条件の例を国内の手法及び公開デ

ータから選定し、その技術的根拠とともに「国内モデルプラントに対する解析手法及び

データ」として整備した。ただし、 新かつ妥当な手法及びデータの活用を妨げるもの

ではなく、個別プラントの RPV の TWCF の解析を行う場合、データの適用性を確認し

たうえで用いられることが望ましい。  

国内モデルプラントに対する解析手法及びデータを表 8 に示す。技術的根拠は備考に

示されている。  
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5. まとめ  
 

解析担当者が参照することで PFM 解析を実施し、国内 RPV を対象に TWCF を算出で

きることを目的に、PFM 解析に関する基本事項及びその解説を取りまとめた標準的要領

を整備した（第 3 章）。また、その標準的解析要領を満足し、国内モデルプラントの代

表的事例として適切と考えられる解析手法及びデータを取りまとめた（第 4 章）。  

本要領は、今後とも、国内外の 新知見等を踏まえ、継続的に見直していくことが重

要である。  
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